
 
 

 

平成２９年２月２７日 

ＮＨＫ受信料制度等検討委員会 

 座長 殿 

日 本 放 送 協 会 

会 長 上田 良一 

 

 

ＮＨＫ受信料制度等検討委員会規程第１条第２項に基づき、下記の事項について諮問い

たします。 

 

 

○諮問第１号 常時同時配信の負担のあり方について 

 

ＮＨＫは、メディアや社会環境等が変化するなかで、引き続き「情報の社会的基盤」の 

役割を果たすべく、インターネット常時同時配信の可能性の検討を進めている。  

この検討にあたり、受信料負担の公平性、財源の確保、財源の独立性、および現行受信 

料制度との接合性等の観点から、常時同時配信における費用負担のあり方について、見解を

求める。 

 

 

○諮問第２号 公平負担徹底のあり方について 

 

 今後、さらなる公平負担の徹底と営業経費の抑制を図るため、諸外国の公共放送の取り組

み事例等を踏まえ、国内の諸制度との整合性、視聴者・国民の理解等の観点から、適切な制

度整備のあり方について、見解を求める。 

 

 

○諮問第３号 受信料体系のあり方について 

 

 メディア環境や社会経済状況等の変化を踏まえ、受信料の負担の公平性や財源の確保等

の観点から、世帯および事業所の契約・受信料免除の合理的なあり方等について、見解を求

める。 

 

 

○答申を希望する時期  平成２９年７月目処 



背景説明資料

ＮＨＫ受信料制度等検討委員会
第１回会合

平成29年2⽉27⽇



2「ＮＨＫ受信料制度等検討委員会」の設置について
（平成29年2⽉2⽇ 報道資料より）

ＮＨＫの事業運営は、視聴者のみなさまに広くご負担いただく受信料を財源とし、この受信料制
度によって、ＮＨＫの⾃主性・⾃律性、多様で質の⾼い放送の提供などが財政⾯で⽀えられてい
ます。
近年、放送と通信の連携の進展、視聴態様の変化、世帯数の伸びの鈍化など、ＮＨＫを取り

巻くメディアや社会における環境変化がいっそう進むとともに、変化のスピードも増しています。このよう
な環境の変化を踏まえつつ、経営計画の検討等に資する観点からも、放送と通信の融合時代に
即した受信料制度やその運⽤のあり⽅等について検討する、外部有識者による委員会として、
「ＮＨＫ受信料制度等検討委員会」を設置します。
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1.ＮＨＫの現状



41.ＮＨＫの現状
1-1.沿⾰

ＮＨＫは、昭和25年、⽇本全国あまねく受信できるように放送し、国⺠の要望を満たすとともに⽇本
の⽂化⽔準の向上に寄与するような放送を⾏う公共的な放送事業体として設⽴された。
年 沿⾰

⼤正14年 社団法⼈東京放送局（3⽉）、同⼤阪放送局（6⽉）、同名古屋放送局（7⽉）がラジオ放送開始

⼤正15年8⽉ 3放送局が合併し、社団法⼈⽇本放送協会設⽴

昭和6年4⽉ ラジオ第2放送開始

昭和25年6⽉
放送法に基づく⽇本放送協会設⽴
（社団法⼈⽇本放送協会は解散し、その⼀切の権利義務、財産を承継。なお設⽴に際して、国の出資は受けていない）

昭和28年2⽉ テレビ本放送開始

昭和34年1⽉ 教育テレビ放送開始
昭和35年9⽉ カラーテレビ本放送開始
昭和44年3⽉ FM本放送開始
昭和47年10⽉ 東京都渋⾕区に放送センター本館、ＮＨＫホール完成（48年7⽉、千代⽥区から移転完了）
平成元年6⽉ 衛星第1テレビジョン、第2テレビジョンの本放送開始
平成7年4⽉ テレビジョン国際放送開始
平成12年12⽉ BSデジタル放送開始（衛星ハイビジョン放送、衛星第1放送、衛星第2放送）
平成15年12⽉ 地上デジタル放送開始（総合、教育）
平成20年12⽉ 「ＮＨＫオンデマンド」番組配信サービス開始
平成23年4⽉ 衛星放送「ＢＳ１」「ＢＳプレミアム」の2波放送開始
平成23年7⽉ 地上アナログテレビ放送終了（岩⼿・宮城・福島の3県は24年3⽉）
平成23年9⽉ ＮＨＫネットラジオ「らじる★らじる」PC向け配信開始
平成25年5⽉ 東京タワーからスカイツリーへテレビ送信所移転
平成28年8⽉ スーパーハイビジョン（４Ｋ・８Ｋ）試験放送開始



51.ＮＨＫの現状
1-2.実施サービス概要 (1)放送サービス概要

区分 チャンネル チャンネルの性格等 放送時間
（⼀⽇）

国内向け テレビ 総合 「命と暮らしを守る」正確で迅速な報道、創造的な⽂化、教養、娯楽番組などを
バランスよく編成 24時間

教育（Ｅテレ） 幅広い世代の「知りたい」「学びたい」に多彩な番組で応える 20時間

ＢＳ１ 「国際・経済情報」、「スポーツ」、「ドキュメンタリー」を3本柱とする、ライブ感あふ
れる情報チャンネル 24時間

ＢＳプレミアム 「本物志向の知的エンターテインメントチャンネル」として、⾼品質かつ個性的なコ
ンテンツを戦略的に編成 24時間

スーパーハイビジョン試
験放送
（４Ｋ・８Ｋ）

将来の実⽤化に資するため、スーパーハイビジョンの技術検証と普及促進を⽬的
に実施 6時間

ラジオ ラジオ第１ 地域の暮らしや安全に役⽴つ情報を充実した「安全・安⼼ラジオ」 24時間
ラジオ第２ ⽣涯学習波として、多様な知的欲求に応える 19時間
ＦＭ 総合⾳楽波として、さまざまなジャンルの⾳楽番組を編成 24時間

外国向け

*外国で受信
されることを⽬
的とした放送

テレビ ＮＨＫワールドＴＶ 外国⼈向け英語チャンネル
約160の国と地域の約2億9千万世帯で受信可能 23時間以上

ＮＨＫワールド
プレミアム

在外邦⼈向け⽇本語チャンネル
ニュース・情報番組、ドラマ、⾳楽番組、⼦ども番組等を国内放送４波から抜粋

24時間編成
（1⽇5時間程度
（ﾆｭｰｽ等）はﾉﾝｽｸ
ﾗﾝﾌﾞﾙ放送。それ以
外は、ｽｸﾗﾝﾌﾞﾙをか
けた番組配信）

ラジオ ＮＨＫワールド
ラジオ⽇本

⽇本語（邦⼈向け）と17の外国語（外国⼈向け）で実施 ⽇本語 24時間
17⾔語合計

40時間30分



61.ＮＨＫの現状
1-2.実施サービス概要 (2)インターネットサービス概要

区分 サービス内容例

⼀般へのコンテンツ提供 受信料財源業務
（受信料収⼊の2.5％を上限）

放送番組の提供
• 放送との同時提供

（例）国内ラジオ（らじる★らじる）
国際放送（テレビ・ラジオ）
災害時等の国内テレビの緊急ニュース など

• 放送済み
（例）学校放送番組

語学番組 など
• 試験的提供（受信料財源業務にかかるサービスの改善・向上の検討に資することを⽬的とし

て、国内テレビジョン放送の放送番組を放送と同時に試験的に提供すること）
（例）試験的提供Ａ（スポーツイベント）

試験的提供Ｂ（平成28年度は総合テレビ、Ｅテレで実施）
理解増進情報の提供
• 放送番組を周知・広報するもの
• 放送番組等を再編集したもの（例：東⽇本⼤震災アーカイブス）
• 放送番組の内容を解説・補⾜するもの（例：ニュース関連のライブ映像） など

有料業務
（利⽤者負担：区分会計）

ＮＨＫオンデマンド
• ⾒逃し番組（放送当⽇あるいは翌⽇から１４⽇間程度配信）
• 特選ライブラリー（過去の放送番組を配信） など

事業者へのコンテンツ提供 受信料財源業務
（年間1億円程度を上限）

災害などの緊急時における情報提供
• 国際放送の外国における視聴機会拡⼤のための提供
• その他公益上特に意義のある提供

有料業務
（有償提供：区分会計）

• インターネット配信事業者への提供



71.ＮＨＫの現状
1-3.組織図

⼈員規模は約１万名（平成２８年度の要員計画は１万２７３名）、また国内５４放送局、
海外３０総⽀局を有している。
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秘 書 室

総 務 局
⼈ 事 局
経 理 局
関連事業局
メディア企画室
情報システム局

［特別職制］放送センター建替本部

［臨時職制］東⽇本⼤震災プロジェクト事務局
［臨時職制］2020東京オリンピック・パラリンピック実施本部

海外総⽀局（＊）
国際放送局

報 道 局
放送技術局

制 作 局
オンデマンド業務室
編 成 局
解説委員室

技 術 局

アナウンス室

営 業 局
広 報 局
企画推進室

研 究 所

放 送 局（＊＊）

放送⽂化研究所
放送技術研究所

（＊）
総局－アジア（バンコク）、中国（北京）、ヨーロッパ（パリ）、アメリカ
（ニューヨーク）
⽀局－マニラ、ジャカルタ、ハノイ、ニューデリー、イスラマバード、
シンガポール、シドニー、ソウル、上海、広州、⾹港、台北、ロンドン、
ブリュッセル、ベルリン、ウィーン、カイロ、ドバイ、ヨハネスブルグ、
エルサレム、テヘラン、モスクワ、ウラジオストク、ワシントン、
ロサンゼルス、サンパウロ

（＊＊）
関東甲信越：⻑野、新潟、甲府、横浜、前橋、⽔⼾、千葉、宇都宮、
さいたま
近 畿：⼤阪、京都、神⼾、和歌⼭、奈良、⼤津
東海・北陸：名古屋、⾦沢、静岡、福井、富⼭、津、岐⾩
中 国：広島、岡⼭、松江、⿃取、⼭⼝
九州・沖縄：福岡、北九州、熊本、⻑崎、⿅児島、宮崎、⼤分、佐賀、
沖縄
東 北：仙台、秋⽥、⼭形、盛岡、福島、⻘森
北海道：札幌、函館、旭川、帯広、釧路、北⾒、室蘭
四 国：松⼭、⾼知、徳島、⾼松



81.ＮＨＫの現状
1-4.事業規模

事業収⼊総額は7,016億円、事業⽀出総額は6,936億円を⾒込んでいる。(平成28年度)

事業⽀出総額
（平成28年度業務別予算）

国内放送番組の
制作･送出

5,279億円(76.1%)

事業収⼊総額
（平成28年度予算）

受信料収⼊
6,758億円
(96.3%)

番組･技術の調査研究
201億円(2.9%)

事業の管理
256億円(3.7%) 財務費、特別⽀出、

予備費
57億円(0.8%)

広報活動
68億円(1.0%)

国際放送番組の
制作･送出

302億円(4.4%)

受信契約及び
受信料の収納

735億円(10.6%)

受信サービス活動
35億円(0.5%)

その他の収⼊
257億円(3.7%)
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基幹放送事業者*若しくは放送事業者 N H K

⽬的

【第1条】 この法律は、次に掲げる原則に従つて、放送を公共の福祉に適合するように規律し、その健全な発達を図ることを⽬的とする。
⼀ 放送が国⺠に最⼤限に普及されて、その効⽤をもたらすことを保障すること。
⼆ 放送の不偏不党、真実及び⾃律を保障することによつて、放送による表現の⾃由を確保すること。
三 放送に携わる者の職責を明らかにすることによつて、放送が健全な⺠主主義の発達に資するようにすること。

【第15条】 協会は、公共の福祉のために、あまねく⽇本全国において受信できるように豊かで、かつ、良い
放送番組による国内基幹放送を⾏うとともに、放送及びその受信の進歩発達に必要な業務を⾏い、
あわせて国際放送及び協会国際衛星放送を⾏うことを⽬的とする。

普及義務

【第92条】特定地上基幹放送事業者及び基幹放送局提供事業者（電波法の規定により衛星基幹放送の業務に⽤いられる基幹放送局の免許を受けた者を
除く。）は、その基幹放送局を⽤いて⾏われる基幹放送に係る放送対象地域において、当該基幹放送があまねく受信できるように努めるものとする。

【第20条第5項】 協会は、中波放送と超短波放送とのいずれか及びテレビジョン放送がそれぞれあまねく
全国において受信できるように措置をしなければならない。

番組準則

【第4条第1項】放送事業者は、国内放送及び内外放送の放送番組の編集に当たつては、次の各号の定めるところによらなければならない。
⼀ 公安及び善良な⾵俗を害しないこと。
⼆ 政治的に公平であること。
三 報道は事実をまげないですること。
四 意⾒が対⽴している問題については、できるだけ多くの⾓度から論点を明らかにすること。

【第81条第1項】協会は、国内基幹放送の放送番組の編集及び放送に当たつては、第4条第1項に定
めるところによるほか、次の各号の定めるところによらなければならない。
⼀ 豊かで、かつ、良い放送番組の放送を⾏うことによつて公衆の要望を満たすとともに⽂化

⽔準の向上に寄与するように、最⼤の努⼒を払うこと。
⼆ 全国向けの放送番組のほか、地⽅向けの放送番組を有するようにすること。
三 我が国の過去の優れた⽂化の保存並びに新たな⽂化の育成及び普及に役⽴つように

すること。

1.ＮＨＫの現状
1-5.公共的役割 (1)ＮＨＫと他放送事業者の⽐較（放送法上）(1/2)

* 放送法では、 「基幹放送」 を「電波法の規定により放送をする無線局に専ら⼜は優先的に割り当てられるものとされた周波数の電波を使⽤する放送」と定義し（第2条第2号）、
「基幹放送事業者」は「認定基幹放送事業者及び特定地上基幹放送事業者」であるとしている（第2条第23号）。「特定地上基幹放送事業者」は「『電波法』の規定により⾃⼰の地上基
幹放送の業務に⽤いる放送局の免許を受けた者」としており（第2条第22号）、地上基幹放送局を保有して、地上波で放送する事業者を指す。
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基幹放送事業者若しくは放送事業者 N H K

番組調和
原則

【第106条第1項】基幹放送事業者は、テレビジョン放送による国内基幹放送及び内外基幹放送（内外放送である基幹放送をいう。）の放送番組の編集に当
たつては、特別な事業計画によるものを除くほか、教養番組⼜は教育番組並びに報道番組及び娯楽番組を設け、放送番組の相互の間の調和を
保つようにしなければならない。

番組基準 【第5条第1項】放送事業者は、放送番組の種別（教養番組、教育番組、報道番組、娯楽番組等の区分をいう。以下同じ。）及び放送の対象とする者に応じ
て放送番組の編集の基準を定め、これに従つて放送番組の編集をしなければならない。

放送番組
審議機関

【第6条第1項】放送事業者は、放送番組の適正を図るため、放送番組審議機関を置くものとする。

【第82条第1項】 協会は、第6条第1項の審議機関として、国内基幹放送に係る中央放送番組審議会
及び地⽅放送番組審議会並びに国際放送及び協会国際衛星放送に係る国際放送番組
審議会を置くものとする。

訂正放送
【第9条第1項】放送事業者が真実でない事項の放送をしたという理由によつて、その放送により権利の侵害を受けた本⼈⼜はその直接関係⼈から、放送のあつた

⽇から三箇⽉以内に請求があつたときは、放送事業者は、遅滞なくその放送をした事項が真実でないかどうかを調査して、その真実でないことが判明し
たときは、判明した⽇から⼆⽇以内に、その放送をした放送設備と同等の放送設備により、相当の⽅法で、訂正⼜は取消しの放送をしなければならな
い。

放送番組
の保存

【第10条】放送事業者は、当該放送番組の放送後三箇⽉間（前条第1項の規定による訂正⼜は取消しの放送の請求があつた放送について、その請求に係る
事案が三箇⽉を超えて継続する場合は、六箇⽉を超えない範囲内において当該事案が継続する期間）は、政令で定めるところにより、放送番組の内容を
放送後において審議機関⼜は同条の規定による訂正若しくは取消しの放送の関係者が視聴その他の⽅法により確認することができるように放送番組を保
存しなければならない。

災害放送 【第108条】基幹放送事業者は、国内基幹放送等を⾏うに当たり、暴⾵、豪⾬、洪⽔、地震、⼤規模な⽕事その他による災害が発⽣し、⼜は発⽣するおそれが
ある場合には、その発⽣を予防し、⼜はその被害を軽減するために役⽴つ放送をするようにしなければならない。

視聴覚
障害者
向けの

放送番組

【第4条第2項】放送事業者は、テレビジョン放送による国内放送等の放送番組の編集に当たつては、静⽌し、⼜は移動する事物の瞬間的影像を視覚障害者に
対して説明するための⾳声その他の⾳響を聴くことができる放送番組及び⾳声その他の⾳響を聴覚障害者に対して説明するための⽂字⼜は図形を⾒
ることができる放送番組をできる限り多く設けるようにしなければならない。

1.ＮＨＫの現状
1-5.公共的役割 (2)ＮＨＫと他放送事業者の⽐較（放送法上）(2/2)



111.ＮＨＫの現状
1-6.業務

放送法上、ＮＨＫが⾏う業務として必須業務、任意業務、⽬的外法定業務の3種が定められている。
業務 実施例

必須業務
【放送法第20条第1項】

中波放送（国内放送） ラジオ第1放送、ラジオ第2放送

超短波放送（国内放送） ＦＭ

テレビジョン放送（国内放送） 総合テレビ、教育テレビ

テレビジョン放送による国内基幹放送 ＢＳ１、ＢＳプレミアム、（４Ｋ・８Ｋ試験放送）

放送及びその受信の進歩発達に必要な調査研究 ⽂研、技研等による調査・研究

邦⼈向け・外国⼈向け国際放送 ラジオ国際放送

邦⼈向け・外国⼈向け協会国際衛星放送 テレビ国際放送、衛星ラジオ国際放送

任意業務
【放送法第20条第2項】

①基幹放送局を国際中継国際放送の業務の⽤に供する義務 （現在⾏っていない）

②放送番組等を、電気通信回線を通じて⼀般の利⽤に供する業務 インターネットを通じた番組の⼀般への提供（無料/有料=ＮＨＫオンデマンド）

③放送番組等を、電気通信回線を通じて番組提供を⾏う事業者に提供する業務 オンデマンド配信事業者等への番組提供

④放送番組等の外国放送事業者等への提供 ＮＨＫワールドプレミアム 等

➄外国⼈向けテレビ国際放送の番組・素材の国内放送事業者への提供 CATV等へのＮＨＫワールドTVの同時提供

⑥第20条第1項の必須業務に附帯する業務 番組周知、受信相談、放送⽬的の催し物の主催、放送の普及発達に必要な出
版、放送番組の提供（③に該当しないもの）、著作権の使⽤承認

⑦多重放送を⾏う者への放送設備の賃貸 ＶＩＣＳへの賃貸

⑧委託による、放送等の進歩に寄与する調査研究、技術援助、放送従事者養成 ⺠放・外国放送事業者からの委託による研修の実施、委託による放送設備の設
計その他の技術援助

⑨上記以外で放送等の進歩発達に特に必要な業務
(※ 総務⼤⾂の認可が必要)

放送番組センターへの出捐、⽇本放送協会学園への助成 等

⽬的外法定業務
【放送法第20条第3項】

ＮＨＫの保有施設、設備を⼀般の利⽤に供しまたは賃貸する業務

委託により放送番組等を制作するなどの業務

⽬的達成のため実施しなけれ
ばならない業務

⽬的達成のため⾏うことができ
る業務

必須業務､任意業務の遂⾏
に⽀障のない範囲で実施可
能な業務



121.ＮＨＫの現状
1-7.運営の仕組み (1)全体像

視聴者・国⺠のみなさま

ＮＨＫ

代表

受
信
料

国 会

政 府

・予算・事業計画の提出（総務⼤⾂意⾒を添付）
・決算の提出、検査報告
・業務報告書の報告（総務⼤⾂意⾒を添付）
・経営委員任免の同意を求める・経営委員

任免の同意

会計検査院
・決算書の回付

・予算・事業計画の提出
・決算・業務報告書の提出 等

・経営委員任免（内閣総理⼤⾂が任免）
・受信契約条項等の認可 等

・予算・事業計画の承認

会
計
の
検
査

経 営 委 員 会
（委員12⼈・⾮常勤および常勤）

監 査 委 員 会
（委員3⼈以上、うち1⼈以上は常勤）

＜執⾏部＞
会 ⻑
副会⻑

理事（7〜10⼈）

・経営委員の中から任命
・職務執⾏の監督

・職務執⾏の監査
・監査状況の報告
・不法⾏為等の差⽌め請求

・損害懸念事実の
報告

・経営の基本事項の議決
・職務執⾏の監督
・会⻑の任免、
副会⻑・理事任免の同意

・議決事項の提案
・職務執⾏状況報告義務
・説明要求に基づく説明義務

会 計 監 査 ⼈
（公認会計⼠または監査法⼈）

・経営委員会が任命
・財務諸表の監査
・役員の不正⾏為等の
監査委員会への報告義務

放送番組審議会
・放送番組の適正を図るため、
放送番組全般について答申・意⾒

・職務執⾏の監査
・不法⾏為等の差⽌め請求

・報告徴収・財産状況等調査

意
⾒
聴
取ご

意
⾒

・決算の検査報告
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 ＮＨＫに対する公共的規制は、国⺠を代表とする国会を中⼼とする規制⽅式
• 国会による予算の承認とこれに伴う受信料⽉額の決定
• 財務諸表・業務報告書の国会提出
• ＮＨＫの最⾼意思決定機関である経営委員会委員の任命の同意 等

 主務⼤⾂(総務⼤⾂)の⼀般的監督権は規定されていない
（ｃｆ：例えば、ＪＲＡ（⽇本中央競⾺会）に対しては、農林⽔産⼤⾂は⼀般的な
監督権の規定のほか、法律の施⾏のために必要があると認めるときは、報告などをさせる権
限を有する）

 ただし、受信規約の変更等個別に総務⼤⾂の認可を必要とする事項は少なくない
• これらについては、総務⼤⾂は電波監理審議会へ諮問

1.ＮＨＫの現状
1-7.運営の仕組み (2)国会・⾏政府との主な関係(1/2)
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事項 総務⼤⾂ 内閣 国会 会計検査院 備考・関係条⽂

⼈
事 経営委員会の委員

放送法31条、34条、35条、36条、42条
・会⻑･･･経営委員会が任免
・監査委員･･･経営委員会の委員の中から

経営委員会が任命

財
務

収⽀予算、事業計画および資⾦計画 放送法70条

暫定予算（3か⽉以内に限る。） 放送法71条

財務諸表（監査委員会および会計監査⼈の意
⾒書添付） 放送法74条

会計 検査 放送法79条

受
信
料

受信料⽉額 収⽀予算の承認によって決定 放送法70条4項

受信契約の条項、受信料免除の基準 認可※ 放送法64条2項、3項

業
務

定款の変更 認可※ 放送法18条

インターネット活⽤業務の実施基準の策定・変更 認可※ 放送法20条2項2号、3号、9項〜12項

放送法に列挙されたもの以外で放送およびその
受信の進歩発達に特に必要な業務 認可※ 放送法20条2項9号、14項

保有施設、設備を⼀般の利⽤に供し、賃貸する
業務など 認可※ 放送法20条3項、14項

出資 認可※ （出資は、収⽀予算、事業計画および資⾦計画で定めるところによる。） 放送法22条、放送法施⾏令2条

業務報告書（監査委員会意⾒書添付） 放送法72条

基幹放送の業務 認定※変更※取消※ 放送法93条、96条、97条、104条

資料の提出等 提出等の要求 放送法81条6項、175条、放送法施⾏令8条

放
送
施
設
等

放送局の開設 免許（予備免許※） 電波法4条、6条2項、8条、12条

放送局の監督 監督（免許の取消等※） 電波法6章

放送設備の譲渡、賃貸等 認可※ 両議院の同意 放送法85条

基幹放送局の廃⽌・休⽌ 認可※⼜は届出 放送法86条1項、2項

意⾒※
［ＮＨＫから受理］ （経由） 承認

両議院の同意内閣総理⼤⾂が任免

認可※ 報告

提出
［ＮＨＫから受理］ 提出 検査

（注）※を付した認可等を総務⼤⾂が⾏おうとするときには、電波監理審議会に諮問しなければならない（審議会が軽微なものと認めるものを除く）。（放送法177条、電波法99条の11）

意⾒
［ＮＨＫから受理］ （経由） 報告

1.ＮＨＫの現状
1-7.運営の仕組み (2)国会・⾏政府との主な関係(2/2)

提出



151.ＮＨＫの現状
1-8.財政 (1)予算制度

協会は、毎事業年度の収⽀予算、事業計画及び資⾦計画を作成し、総務⼤⾂に提出しなければならない。これを変更しようとすると
きも、同様とする。

２ 総務⼤⾂が前項の収⽀予算、事業計画及び資⾦計画を受理したときは、これを検討して意⾒を付し、内閣を経て国会に提出し、
その承認を受けなければならない。

３ 前項の収⽀予算、事業計画及び資⾦計画に同項の規定によりこれを変更すべき旨の意⾒が付してあるときは、国会の委員会は、
協会の意⾒を徴するものとする。

４ 第64条第1項本⽂の規定により契約を締結した者から徴収する受信料の⽉額は、国会が、第1項の収⽀予算を承認することに
よつて、定める。

収⽀予算
事業計画
資⾦計画

理事会 経営委員会

総務⼤⾂
意⾒

総務⼤⾂ 内 閣 国 会

例年1⽉頃
議決・提出

例年2⽉
提出

例年3⽉頃
審議承認

ＮＨＫは予算制度を採っており、毎事業年度の収⽀予算、事業計画及び資⾦計画については、
国会の承認を受けることによって確定する。

ＮＨＫ予算の成⽴⼿順

放送法70条



161.ＮＨＫの現状
1-8.財政 (2)財政状況(昭和25年〜平成27年)
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171.ＮＨＫの現状
1-9.その他 (1)関連規定

総務⼤⾂の認可を受けて、年度収⽀予算に基づき、政令で定める事業を⾏うところ等に出資することができる。
政令では、14の出資対象事業が定められている。また、⼦会社等については、総務省の解釈指針（⽇本放送協会の
⼦会社等の業務範囲等に関するガイドライン）でその業務範囲が定められている。

必須業務、任意業務、⽬的外法定業務を⾏うに当たっては、営利を⽬的としてはならない。

営利⽬的の禁⽌

他⼈の営業に関する広告の放送をしてはならない。

広告放送の禁⽌

出資

収⼊を、必須業務、任意業務、⽬的外法定業務の遂⾏以外の⽬的に⽀出してはならない。

⽀出の制限

中波放送と超短波放送とのいずれかおよびテレビジョン放送がそれぞれあまねく全国において受信できるように措置しなけ
ればならない。

あまねく全国での受信

他にも、主なものとして、以下の規定がある。



181.ＮＨＫの現状
1-9.その他 (2)⼦会社等系統図

⽇ 本 放 送 協 会

⼦会社 (13団体) 関連会社 (4団体)関連公益法⼈等 (9団体)

⼦会社13団体、関連公益法⼈等9団体、および関連会社4団体を有している。

（平成29年1⽉1⽇現在）

(株)ＮＨＫエンタープライズ

(株)ＮＨＫエデュケーショナル

(株)ＮＨＫグローバルメディアサービス

(株)⽇本国際放送

(株)ＮＨＫプラネット

(株)ＮＨＫプロモーション

(株)ＮＨＫアート

(株)ＮＨＫメディアテクノロジー

(株)ＮＨＫ出版

(株)ＮＨＫビジネスクリエイト

(株)ＮＨＫアイテック

(株)ＮＨＫ⽂化センター

ＮＨＫ営業サービス(株)

(⼀財)ＮＨＫサービスセンター

(⼀財)ＮＨＫインターナショナル

(⼀財)ＮＨＫ放送研修センター

(学)⽇本放送協会学園

(公財)ＮＨＫ交響楽団

(福)ＮＨＫ厚⽣⽂化事業団

⽇本放送協会健康保険組合
(⼀財)⽇本放送協会共済会

(⼀財)ＮＨＫエンジニアリングサービス

＜福利厚⽣団体＞

(株)放送衛星システム

NHK Cosmomedia
(Europe) Ltd.

(株)ビーエス・コンディショナル
アクセスシステムズ

NHK Cosmomedia
America, Inc.

（注）(⼀財)は⼀般財団法⼈、(学)は学校法⼈、(福)は社会福祉法⼈、(公財)は公益財団法⼈、斜字体の会社は協会の直接出資のない会社
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2.受信料に係る現状
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受信契約は、受信機の設置に着⽬して契約種別が設定されており、受信料については、⽀払特例
（以下、割引）と免除の制度がある。

2.受信料に係る現状
2-1.受信料制度概要

受信契約

受信契約
（有料）

衛星契約 特別契約地上契約

基本受信料 基本受信料

衛星付加受信料

半額免除

受信契約
締結義務者

受信料
免除制度

契約種別

前払
割引

団体⼀括
⽀払に

関する特例
(団体⼀括)

多数契約⼀括
⽀払に

関する特例
(多数⼀括)

同⼀⽣計
⽀払に

関する特例
(家族割引)

事業所契約に
関する
特例

(事業所割引)
割引

全額免除

契約単位：世帯ごと。ただし、住居以外の場所は設置場所ごと

※衛星契約の料額は、
基本受信料に衛星
付加受信料を付加
したもの

契約対象外
〔受信機なし等〕



212.受信料に係る現状
2-2.受信契約及び受信料の位置付け

受信契約は、受信者に締結義務が課せられ、その債権債務関係は⼀般の⺠事債権として取り扱わ
れるが、契約の内容は「⽇本放送協会放送受信規約」に基づく。
受信料の性格は、「ＮＨＫの維持運営のための特殊な負担⾦」と解されている。

○昭和39年9⽉ 郵政省（当時） 臨時放送関係法制調査会答申書
受信料は、上述のようなＮＨＫの業務を⾏なうための費⽤の⼀種の国⺠的な負担であつて、法律により国がＮＨＫにその徴収権を認
めたものである。国がその⼀般的な⽀出に当てるために徴収する租税ではなく、国が徴収するいわゆる⽬的税でもない。
国家機関ではない独特の法⼈として設けられたＮＨＫに徴収権が認められたところの、その維持運営のための「受信料」という名の
特殊な負担⾦と解すべきである。

○昭和55年3⽉ 参・予算委員会 ⾓⽥禮次郎政府委員（内閣法制局⻑官）
現⾏法でも⺠放とは別にいわばナショナルミニマムとしての公共的放送の享受を国⺠に保障する必要があるという考え⽅を基礎といたしま
して、その公共的放送をＮＨＫの業務として⾏わせるための⼀種の国⺠的な負担として受信料をとらえているわけであり（以下略）

受信料

受信契約
放送法に基づき、ＮＨＫの放送を受信することができる受信設備の設置者は、ＮＨＫとの間に受信契約を結ばなければならない。
（契約強制）
受信契約に基づく債権債務関係については、⼀般の⺠事債権として取り扱われ、⺠事訴訟の対象となる（なお、受信料未払いの契約者に
対しては⽀払督促、受信契約の未締結者に対しては⺠事訴訟で対応）。
ただし、受信契約の内容は、ＮＨＫが定めて総務⼤⾂の認可を得た受信規約に基づく附合契約としての特徴を有している。

戦前は、ラジオ放送について受信許可制が採られ、ラジオ受信機の設置者は、政府の許可の取得にあたっては、社団法⼈⽇本放送協
会の聴取契約書を添付する必要があった。
戦後は受信許可制が廃⽌され、受信機の設置が⾃由となったが、戦前に契約制度があったということ、そしてＮＨＫが政府機関でない
という理解を背景に、契約強制を伴う受信契約制度が創設されたものと推察される。



222.受信料に係る現状
2-3.放送法と受信料関係の各種規定の関係

【第64条第3項】
協会は、第1項の契約の条項については、あらかじめ、総務⼤

⾂の認可を受けなければならない。これを変更しようとするときも、
同様とする。

【第64条第2項】
協会は、あらかじめ、総務⼤⾂の認可を受けた基準による

のでなければ、前項本⽂の規定により契約を締結した者から
徴収する受信料を免除してはならない。

・放送法第64条第1項に定める契約の条項
 放送受信契約の種別
 放送受信契約の単位
 放送受信契約書の提出
 放送受信契約の成⽴
 放送受信料の⽀払の義務
 多数契約⼀括⽀払に関する特例（多数⼀括割引）
 団体⼀括⽀払に関する特例（団体⼀括割引）
 同⼀⽣計⽀払に関する特例（家族割引）
 事業所契約に関する特例（事業所割引）
 放送受信料の⽀払⽅法
 放送受信契約の解約
 放送受信料の免除
 放送受信料の精算
 放送受信契約者の義務違反
 ⽀払いの延滞 など

・放送法第64条第2項に定める受信料の免除の基準
 全額免除

(施設：社会福祉施設、学校)
(個⼈：公的扶助受給者、市町村⺠税⾮課税の障
害者、社会福祉事業施設⼊所者、災害被災者)

 半額免除
(個⼈：視覚、聴覚障害者、重度の障害者、重度
の戦傷病者)

⽇本放送協会放送受信規約 ⽇本放送協会放送受信料免除基準

【第64条第1項】
協会の放送を受信することのできる受信設備を設置した者は、協会とその放送の受信についての契約をしなければならない。ただし、

放送の受信を⽬的としない受信設備⼜はラジオ放送（⾳声その他の⾳響を送る放送であつて、テレビジョン放送及び多重放送に該当
しないものをいう。第126条第1項において同じ。）若しくは多重放送に限り受信することのできる受信設備のみを設置した者について
は、この限りでない。
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232.受信料に係る現状
2-4.放送法の解釈(1/2)

「協会の放送を受信することのできる受信設備を設置した者」については、以下のように解されている。

1 「協会の放送を受信することのできる受信設備を設置した者」について
○平成29年2⽉2⽇ 東京⾼等裁判所 判決

放送を受信することができる受信設備を設置した者は、実際に放送を受信し視聴しているか否かにかかわらず、被控訴⼈との間
で放送受信契約を締結して受信料を⽀払わなければならないと解される。
したがって、放送法64条所定の「被控訴⼈の放送を受信することができる受信設備」とは、設置者が被控訴⼈の放送を受信し
視聴する意思があるか否かとはかかわりなく、その設備の基本的構造として被控訴⼈の放送を受信することができる設備を指すも
のと解するのが相当である。

○平成26年5⽉30⽇ 東京地⽅裁判所 判決
放送を受信することのできる受信設備を設置した者は、実際に放送を受信し視聴しているか否かを問わず、控訴⼈と契
約を締結し、受信料を⽀払わなければならず（放送法64条1項本⽂）（以下略）

○平成19年3⽉22⽇ 衆・総務委員会 鈴⽊康雄政府参考⼈（総務省情報通信政策局⻑）
放送法三⼗⼆条⼀項の「協会の放送を受信することのできる受信設備を設置した者」といいますのは、ＢＳも含め受信が可能
な設備を設置した者は、個別受信であるかあるいは共同受信であるかを問わず、また、ＢＳ放送を視聴する意思があるか否かに
かかわらず、付随的に視聴可能な場合については受信契約の締結を⾏う義務があるということでございまして、これは地上デジタル
放送であろうがＢＳデジタル放送であろうが同様だと述べております。

○昭和25年2⽉15⽇ 参・ 電気通信・⽂部委員会連合審査会 網島毅政府委員（電波監理⻑官）
この三⼗⼆條の規定は、協会の⾏う、現在⾏なつておりまするいわゆる標準放送と申しまするか、或いは極く平易に申しますると
中波放送という、現在の協会の⽅がやつておりまするところの放送を聽き得る受信機を持つたものは、その実際に聽いておるものは
⽇本放送協会の放送であろうがなかろうが、或いは單に⺠間放送の番組だけを聽いておる場合におきましても、やはり協会に三
⼗五円を拂わなければならないという規定でございまして、（以下略）



242.受信料に係る現状
2-4.放送法の解釈(2/2)

「放送の受信を⽬的としない受信設備」については、以下のように解されている。

2 「放送の受信を⽬的としない受信設備」について

○平成29年2⽉2⽇ 東京⾼等裁判所 判決
「放送の受信を⽬的としない受信設備」とは、電波監視⽤の受信設備、電気店の店頭に陳列された受信設備、公的

機関の研究開発⽤の受信設備、受信評価を⾏うなどの電波管理⽤の受信設備等、放送される番組の視聴を⽬的としな
いことが客観的に明らかな状況において設置された受信設備をいう（以下略）

○平成26年5⽉30⽇ 東京地⽅裁判所 判決
受信契約締結義務を負わない放送の受信を⽬的としない受信設備のみを設置した者とは、電波監視⽤の受信設備等、
放送受信を⽬的としないことが客観的・外形的に明らかな受信設備を設置した者に限られる（以下略）

○平成19年3⽉22⽇ 衆・総務委員会 鈴⽊康雄政府参考⼈（総務省情報通信政策局⻑）
条⽂の中にあります「放送の受信を⽬的としない受信設備」と申しますのは、外形的、客観的にその設置⽬的が番組の視聴ではな
いと認められるものでございまして、例えば、電波監視⽤の受信設備、あるいは受信画質の確認を⾏うための設備、あるいは、それと
同様でございますが、電器店の店頭に陳列されているものもいわば画質確認を⾏うものと考えられますので、そういった受信設備がこ
れに該当するものでございまして、個⼈の意思に係らしめているものではないというふうに解釈しております。



252.受信料に係る現状
2-5.受信料体系 (1)契約単位

⽇本放送協会放送受信規約（総務⼤⾂認可）等において、受信契約の単位を規定している。

契
約
単
位

受
信
規
約

具
体
事
例

【原則】
「世帯」ごと

⇒住居および⽣計をともにする者の集まり 等

【事業所等住居以外の場所】
「設置場所」ごと

⇒部屋、⾃動⾞またはこれらに準ずるものの単位

第2条
放送受信契約は、世帯ごとに⾏なうものとする。ただし同⼀の
世帯に属する2以上の住居に設置する受信機については、そ
の受信機を設置する住居ごととする。

3 第1項に規定する世帯とは、住居および⽣計をともにする者
の集まりまたは独⽴して住居もしくは⽣計を維持する単⾝者を
いい、世帯構成員の⾃家⽤⾃動⾞等営業⽤以外の移動体に
ついては住居の⼀部とみなす。

第2条
2 事業所等住居以外の場所に設置する受信機についての放送受
信契約は、前項本⽂の規定にかかわらず、受信機の設置場所ごと
に⾏なうものとする。

4 第2項に規定する受信機の設置場所の単位は、部屋、⾃動⾞
またはこれらに準ずるものの単位による。

同⼀敷地内の別住居（⺟屋とはなれ）
・同⼀⽣計であれば、⺟屋と併せて1の契約
・⽣計が別の場合には、別の契約が必要

講堂やデパート売り場
・通路で囲まれた⼀定の区域ごとの契約

別 荘
・本宅とは別の契約（住居ごとの契約）が必要

観光バスの⾞内テレビ
・バスごとの契約

カーナビ・ワンセグ携帯
・放送法第64条の「協会の放送を受信することのできる受信設
備」であり、受信契約の対象

・ただし、世帯で既に受信契約済の場合は新たに契約は不要

住居に接続している理髪店・⼩規模⼯場などの店内・作業場
・店内、作業場に接続している住居と併せて1契約



262.受信料に係る現状
2-5.受信料体系 (2)契約種別

地上契約

衛星契約

特別契約

地上系によるテレビジョン放送のみの受信
についての契約

地上系および衛星系によるテレビジョン放
送の受信についての契約*

地上系によるテレビジョン放送の⾃然の地
形による難視聴地域または列⾞、電⾞そ
の他営業⽤の移動体において、衛星系に
よるテレビジョン放送のみの受信についての
放送受信契約

ＮＨＫの放送を受信することのできる受信設備を設置した者は、受信機の種類に応じた受信契約を
締結しなくてはならない。締結すべき受信契約は、現在、受信機の設置に着⽬し、地上契約、衛星
契約、特別契約の3種類を設定している。

契約種別

基本
受信料

基本
受信料

衛星
付加

受信料+

料額

衛星付加受信料は、衛星放送の受信とい
う受益の状況に着⽬し、受信料負担の公
平の⾒地から、衛星放送の受信者に負担
を求めており、衛星放送の実施にあたって
直接必要となる経費を負担することを基本
として設定したもの

* 衛星系のみの受信の契約種別は有しておらず、その場合は、衛星契約を締結することとなる



272.受信料に係る現状
2-5.受信料体系 (3)受信料額の概要

○受信料額（⽉額の例）

種別 ⽉額
地上契約 1,310円
衛星契約

(基本受信料含む) 2,280円

特別契約 1,035円

○放送法
(収⽀予算、事業計画及び資⾦計画)
第70条
4 第64条第1項本⽂の規定により契約を締結した者から徴収する受信料の⽉額は、国会が、第1項の
収⽀予算を承認することによつて、定める。

受信料の⽉額（契約種別を含む）は、国会が毎事業年度の収⽀予算を承認することで決まる。
割引を適⽤した料額についても、⽉額の⼀種として、国会での承認を受ける。



282.受信料に係る現状
2-5.受信料体系 (4)受信料額の算定

受信料の料額は、ＮＨＫの事業運営に必要な総収⼊が総経費に⾒合うように「総括原価⽅式」を
基本に算定している。

○昭和36年12⽉ ＮＨＫ受信料調査会*1 調査報告書抜粋
受信料の決定原則としては、受信者間の負担の公平の原則とあわせて、原価経営の建前をとることが妥当と

考えられ、受信料総収⼊はつねにＮＨＫの運営に必要な総経費に⾒合うに⾜るものでなければならない。
この場合、総経費の中には、資本の充実のために必要な経費をも含ませることが必要なものと考慮される。また、

受信料は⼤衆負担の公共料⾦の性格を有するものであるから、なるべく⻑期間にわたって安定したものであること
が望ましい。したがって、受信料⽉額の設定に当っては、単に当該年度における収⽀の均衡をはかるばかりでなく、
ある程度の⻑期間にわたって、各年度の収⽀の均衡をも確保し得るように配慮しなければならない。そのためには、
⻑期にわたる経営の基本計画および受信契約者の⾒通しとの相互関連を⼗分に検討した上で、受信料⽉額の
設定を⾏なう必要があるものと考えられる。

○平成23年7⽉ ＮＨＫ受信料制度等専⾨調査会*2 報告書抜粋
ＮＨＫの受信料額は、収⽀予算の国会による承認をもって定められることとなっている（放送法70条４項）。

ＮＨＫのような公的な事業体における負担の考え⽅としては、総括原価⽅式と呼ばれる、事業運営に必要な
総収⼊が総経費に⾒合うように設計する⽅式が⼀般的である。ＮＨＫにおいてもこの考え⽅に則り、３〜５年
程度の期間で、必要となる資本⽀出を含めた⽀出全体に対し、繰越⾦を含めた収⼊全体を⼀致させ、そのうえ
で各負担者の具体的⾦額を算出しており、この⽅式は妥当と考えられる。

⼀般に、該当期間の費⽤・税・事業報酬額で考えるのが総括原価⽅式であるが、収益事業を⾏わないＮＨ
Ｋについても、その妥当性は確認されている。

*1 受信料体系について調査審議するために、昭和36年度に設置された外部有識者によるＮＨＫ会⻑の諮問機関（委員⻑ ⼯藤昭四郎⽒）。
*2 受信料制度等に関し、公共放送の機能の持続的発展を前提に、専⾨的知⾒に基づく検討を⾏うため、平成22年度に設置されたＮＨＫ会⻑による諮問機関。詳細は52ページ。



292.受信料に係る現状
2-5.受信料体系 (5)割引・免除制度(割引)

項 ⽬ 設定主旨 概 要 差 額 差額の考え⽅ 適⽤件数
（27年度末）

前払割引
導⼊：昭和36年度
現⾏：平成2年度
（規約第5条）

・受信者サービス
の向上

前払により受信料を⼀括して⽀払う
場合に適⽤

・半年払 385円(5%)
・1年払 1,175円(7.5%)
＊地上契約の場合

・収納回数減によるコスト効
果および⾦利相当分換算

・他企業の割引率を参考に
設定

簡保5%,7.5%
⽣保4.2%,7.5%

2,237万件
半年払 654万件
1年払 1,583万件

多数⼀括
導⼊：平成元年度
（規約第5条の2）

・衛星放送の普及
・受信契約増加の
⼀層の促進

・収納の安定化・
効率化

1の放送受信契約者（有料）が
10件以上の衛星契約の受信料を
⼝座振替・継続振込で⼀括して⽀
払う場合に適⽤

・10件以上50件未満 200円(9%)
・50件以上100件未満 230円(10%)
・100件以上 300円(13%)

・他企業・諸外国の割引率
等を参考に設定

郵便⼩包20〜30
回数航空券12.5%
ＪＲ回数券9%
フランス25%〜50%

3万件

団体⼀括
導⼊：平成元年度
（規約第5条の3）

・衛星放送の普及
・受信契約増加の
⼀層の促進

・収納の安定化・
効率化

ケーブルテレビ等の所定の団体の構
成員で、衛星契約を締結している放
送受信契約者（有料）が15名以
上まとまり、受信料を団体として代表
者を通じて⼝座振替・継続振込で
⼀括して⽀払う場合に適⽤

・⽉額 200円(9%)
（15名以上まとまった場合）

・他企業の割引率等を参考
に設定

ＪＲ10%
ＪＡＬ10〜15%
簡保7.2%

332万件

家族割引
導⼊：平成18年度
現⾏：平成20年度
（規約第5条の4）

・複数⽀払に対す
る負担の軽減

・受信契約増加の
⼀層の促進

放送受信契約者が、本⼈または同
⼀⽣計者が別の住居に設置した受
信機についての受信契約を締結し、
いずれの受信料も⼝座振替・継続
振込・クレジットカード継続払で⽀払
う場合に適⽤

・⽉額 655円(50%)
＊地上契約の場合

・複数⽀払の特例という事業
所割引との共通点に着⽬
し設定

76万件

事業所割引
導⼊：平成20年度
（規約第5条の5）

・複数⽀払に対す
る負担の軽減

・受信契約増加の
⼀層の促進

事業所等住居以外の場所に設置
する受信機について、同⼀敷地内に
設置した受信機すべてに必要な放
送受信契約を締結し、⼀括して受
信料を⽀払う場合に適⽤

・⽉額 655円(50%)
＊地上契約の場合

・減収影響と契約増加への
効果の点を総合的に判断
し、最も効果的な割引額
を設定

208万件



302.受信料に係る現状
2-5.受信料体系 (6)割引・免除制度(免除)

過去の廃⽌事例

昭和53年度 55年度 58年度 59年度 平成11年度
・職業訓練所 ・公的医療機関
・⻘少年矯正教育施設 ・図書館
・刑務所等 ・博物館等

・⼤学
・⾼等専⾨学校

・⾼等学校
・⻘年の家
・児童⽂化ｾﾝﾀｰ

・公⺠館 ・学校免除の⼀部廃⽌
（⼩中学校等の教室以外）

放送の普及という所期の⽬的がおおむね達成されたこと、そして、施設については⾏政で負担すべきという国会の指摘もあり、
逐次、施設に対する免除措置を廃⽌してきた。

種別 対象 件数 ⼩計 総計

施
設

全額免除
社会福祉施設 （⽣活保護施設、児童福祉施設、⾝体障害者福祉施設、

社会福祉事業施設、更⽣保護事業施設） 27万件
81万件

335万件

学校 （⼩中学校等の教室） 54万件

個
人

全額免除
公的扶助受給者 114万件

199万件社会福祉事業施設⼊居者 15万件
市町村⺠税⾮課税の障害者 70万件

半額免除

視覚・聴覚障害者 13万件

55万件重度の障害者 42万件
重度の戦傷病者 0.3万件

免除については、ＮＨＫの放送の普及という使命に照らして、教育的な⾒地や社会福祉的⾒地等
に⽴脚しながら実施している。 （平成27年度末）



312.受信料に係る現状
2-5.受信料体系 (7)受信契約・受信料額(⽉額)の変遷(1/3)

年⽉ 変更事項 ラジオ
テレビ

衛星カラー 衛星普通 特別契約
カラー 普通

昭和25.6 放送法に基づく「⽇本放送協会」設⽴（聴取料⇒受信料） 35
26.4
28.2
29.4
34.4
37.4

43.4

51.6
55.5
59.4

平成1.4

1.8

2.4

9.4

19.10
20.10
24.10

26.4

テレビ放送の開始によりテレビ・ラジオの2本⽴て料⾦に
（ラジオ3か⽉で200円）

契約甲と契約⼄の受信料体系に組み替え（次⾴①）
・契約甲：全ての放送の受信契約
・契約⼄：ラジオ放送のみの受信契約

カラー契約と普通契約の体系に組み替え （次⾴②）
（ラジオ受信料＜契約⼄＞の廃⽌）

⼝座振替料⾦を新設 【以下、()内の⾦額】

消費税導⼊・継続振込料⾦を新設（⼝座振替料⾦と同）

衛星契約の導⼊（5類型の受信料体系に）（次⾴③）

消費税率引き上げ及び地⽅消費税導⼊

カラー契約と普通契約の統合 （次⾴④）
訪問集⾦の廃⽌
受信料の値下げを実施

消費税率引き上げ（5%⇒8%）

50
50
67
85

契約⼄
50

廃⽌ 465

710
880

1,040
(990)
1,070

(1,020)

1,370
(1,320)

1,395
(1,345)
地上契約

1,345
1,275

(1,225)
1,310

(1,260)

200
300

契約甲
330

315

420
520
680

(630)
700

(650)

890
(840)

905
(855)

統合

2,000
(1,950)

2,300
(2,250)

2,340
(2,290)
衛星契約

2,290
2,220

(2,170)
2,280

(2,230)

1,630
(1,580)

1,820
(1,770)

1,850
(1,800)
統合

1,040
(990)

1,055
(1,005)

1,005
1,005
(955)
1,035
(985)

（注）単位：円、昭和25年以降の受信契約・受信料額の変遷のみ記載



322.受信料に係る現状
2-5.受信料体系 (7)受信契約・受信料額(⽉額)の変遷(2/3)

① 昭和37.4 契約甲と契約⼄の受信料体系に組み替え

変更事由

契約甲の設定事由・・・ テレビジョン放送がすでにラジオの放送区域の⼤部分におよび、かつ、テレビジョン放送の契
約者のほとんど全部がラジオ受信機をあわせて設置している現状に鑑み、財源の確保およ
び契約業務の合理化を図るため設定

契約⼄の設定事由・・・ テレビジョン放送のおよばない地域があり、経済上の理由その他により、テレビジョン放送の
受信機を設置していない者が存在する実情に照らし設定

料額算定の
考え⽅

第2次6か年計画の効果的な遂⾏および受信契約者の負担の軽減の観点から料額を設定
(厳格な原価主義ではないが⼤よその原価を踏まえつつ、原価そのものではなく料⾦を決定)

契約甲・・・330円 (それまでの385円から▲55円)
契約⼄・・・ 50円 ( 〃 85円から▲35円)

② 昭和43.4 カラー契約と普通契約の受信料体系に組み替え

変更事由

・カラーテレビジョン放送の拡充に鑑み、受信料の公平負担を図るためカラー契約を新設。
(カラー放送の実施のために付加される費⽤はカラー受信者が負担)

・契約⼄(ラジオのみの契約)は、ラジオ単独受信者の減少と今後の推移を考慮し、「放送法の⼀部を改正する法
律」(ラジオのみの受信設備を設置したものは、ＮＨＫと受信契約を締結する必要がないとするもの)の施⾏に伴い
廃⽌。

料額算定の
考え⽅

(150円)

昭和43年度から5年間を⾒通し、カラー放送のために直接必要とする付加経費を付加料⾦の原価とし、
期間中ののべカラー受信契約数を除し、付加料⾦の⽉額を設定。

【付加経費】 【のべ受信契約数】 【付加料⾦】
274億円 ÷ 17,411万件 ≒ 150円



332.受信料に係る現状
2-5.受信料体系 (7)受信契約・受信料額(⽉額)の変遷(3/3)

③ 平成1.8 衛星契約の導⼊

変更事由
・衛星放送に要する経費については、地上放送受信者の負担によることなく、衛星受信という受益を考慮して、衛星
受信者にその負担を求めることが最も視聴者の納得を得られる⽅策。

・衛星放送の運営財源を確保して、今後の衛星放送の事業基盤を強固なものとするため、新たに衛星料⾦を設定。

料額算定の
考え⽅

(910円)

平成元年度から6年間を⾒通し、この期間の衛星放送のために直接必要とする付加経費を原価とし、期間中のの
べ衛星契約数で除し、付加料⾦の⽉額を算出。

【付加経費】 【のべ受信契約数】 【収納率】
2,346億円 ÷ (2,194万件 × 97.35％) ÷ 12か⽉ ≒ 920円

これをもとに、「社会的納得性のある妥当な料⾦」「今後、普及に最⼤限の経営努⼒を⾏う」を前提とし衛星付加
料⾦を910円とし、消費税を加算した衛星カラー料⾦⽉額を2,000円とした。

④ 平成19.10 カラー契約と普通契約の統合

変更事由

・⽩⿊受信機の国内⽣産中⽌から20年近く経過し、テレビの⽩⿊受信が極めて少なくなっている調査結果等を踏
まえ、不適切な契約の可能性を排除するとともに視聴者にとって簡素で分かりやすく公平な契約体系とする。

・これまで普通契約を締結しており、真に⽩⿊受信機を設置していると申請書を提出した場合に限り、当分の間、経
過措置として普通契約を継続。（平成25年3⽉31⽇ 経過措置終了）



342.受信料に係る現状
2-6.受信契約・受信料収⼊の推移 (1)収⼊実績(1/2)

受信料収⼊に直接的に影響するのは有料受信契約件数から未収件数を除いた⽀払件数である。
⽀払率は平成17年度以降、堅調に増加している。

⽀払率の推移（年度末実績）⽀払件数の構造（平成27年度末）

⽀払件数
3,868万件

未収件数 110万件

未契約件数
1,047万件（推計）

有料受信契約
対象件数

5,025万件
（推計）

有料受信契約
件数

3,978万件

⽀払率
77.0%

77%

72%

69% 69%
70% 70%70%

71%
72%

73%
74%

76%
77%

60%

70%

80%
制作経費の不正⽀出問題

（平成16年7⽉）

(年度)

⽀払件数は有料受信契約件数のうち、未収件数を除いた
件数であり、この⽀払件数が直接的に受信料収⼊に影響する

平成17年度以降、⽀払率は堅調に増加している



352.受信料に係る現状
2-6.受信契約・受信料収⼊の推移 (1)収⼊実績(2/2)

平成17年度以降、有料受信契約件数、受信料収⼊ともに堅調に増加しており、平成28年度以降
についても継続的な増加を⾒込んでいる。

6,478
6,410

6,024
6,138

6,312
6,386 6,442

6,598

6,401 6,387 6,345
6,493

6,625
6,758

6,892
3,690 3,662 3,618 3,618 3,640 3,662 3,685 3,731 3,766

3,815

3,873
3,926

3,978 4,027 4,078

2,400

2,600

2,800

3,000

3,200

3,400

3,600

3,800

4,000

4,200

5,000

5,500

6,000

6,500

7,000

7,500

平成15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28 29

有料受信契約件数(右軸)

受信料収⼊(左軸)

有料受信契約件数
(万件)

受信料収⼊
(億円)

実績 予算・計画
（予算）（計画）

制作経費の不正⽀出問題
（平成16年7⽉）

（注）平成22年度までは消費税込み、23年度以降は消費税抜きの⾦額

(年度)



362.受信料に係る現状
2-6.受信契約・受信料収⼊の推移 (2)受信契約件数の推移

年度 変更事項 ラジオ
テレビ

衛星契約
カラー 普通

昭和27 テレビ放送の開始によりテレビ・ラジオの2本⽴て料⾦ 10,540 － 1 －
36
37
42
43
51
55
59

平成1
2
9

18
19
21
27

契約甲と契約⼄の受信料体系に組み替え

カラー契約と普通契約の体系に組み替え
料額変更
料額変更
⼝座振替料⾦を新設
消費税導⼊、衛星契約の導⼊(5類型の受信料体系に)
料額変更
消費税率引き上げ及び地⽅消費税導⼊

カラー契約と普通契約の統合

9,452
5,104
2,212
(廃⽌)

－
－
－
－
－
－
－
－
－
－

－
－
－

1,689
23,309
26,486
28,906
31,737
32,173
35,504
37,193
37,787
38,917
42,583

10,222
13,379
20,270
19,532
3,749
2,777
2,156
1,452
1,370

779
354
(17)
(15)

-

－
－
－
－
－
－
－

1,207
2,358
8,796

12,922
13,423
14,752
19,933

到達契約件数 100万 200万 300万 400万 500万 1,000万

契約甲
（テレビ）

到 達 年 ⽉ 昭和33年5⽉ 34年4⽉ 34年10⽉ 35年2⽉ 35年8⽉ 37年3⽉
新設以降の経過期間 5年4か⽉ 6年3か⽉ 6年9か⽉ 7年1か⽉ 7年7か⽉ 9年2か⽉

衛星契約
到 達 年 ⽉ 平成2年2⽉ 2年12⽉ 3年9⽉ 4年6⽉ 5年3⽉ 12年2⽉

新設以降の経過期間 7か⽉ 1年5か⽉ 2年2か⽉ 2年11か⽉ 3年8か⽉ 10年7か⽉

参考：累計受信契約件数 到達年⽉

（注）単位：千件、受信契約件数は有料・全額免除計

（注）契約件数に関しては年度末の数字である
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3. 背景情報等



383. 背景情報等
3-1.メディア環境の変化 (1)端末別の普及率の推移

端
末
別
の
普
及
率(

％)

(年)

カラーテレビの普及率は98%。更に近年では携帯電話、PCが約8割かそれ以上、スマートフォンが6割と
なったなど、端末の多様化が進展している。

端末別の普及率の推移（1965〜2014年）

出所:カラーテレビ〜タブレット端末の普及率：電通総研「情報メディア⽩書2016」 ウェアラブル端末以下の普及率：総務省「平成28年度 情報通信⽩書」より

0.3

42.3

93.7
98.5 98.9 99.3 99.1 99.2 99.4 99.6

96.5 97.5

85.3

92.9 93.2 94.4

54.7

60.6

11.5

17.3

50.1

68.3

76.0
78.7 78.0

20.9

28.3

0

10

20

30

40

50

60

70

80

90

100

1965 1970 1975 1980 1985 1990 1995 2000 2005 2010 2013 2014

カラーテレビ

衛星放送受信装置

VTR

携帯電話

スマートフォン

パソコン

タブレット端末

インターネットに接続できる 家庭⽤テレビゲーム機

インターネットに接続できる 携帯型⾳楽プレイヤー

その他インターネットに接続できる 家電（情報家電）等
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11.0 14.1 17.7 18.1 25.2 32.0 40.4 50.6
74.0 80.3 90.7

18.2 20.6 24.9

56.6 61.8 59.4 67.6
77.4 81.7 77.1 72.8

69.1 68.1
61.0

171.8 163.7 161.4 163.5
172.8 161.4 161.4 151.5 156.9 152.9 153.0

0

10

20
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40

50

60

0

50

100

150

200

250

300

350

400

450

2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016

テレビ

ラジオ

新聞

雑誌

パソコン

タブレット端末

携帯電話・
スマートフォン

⼀
⼈
あ
た
り
の
メ
デ
␽
ア
接
触
時
間(

分)

メディア全体に占める
テレビ視聴時間構成⽐(右軸)

（注1）東京地区における定点調査
（注2）2012年から「携帯電話からのインターネット」に「スマートフォン」を追加し、「携帯電話・スマートフォンからのインターネット」に変更
（注3）2014年から「タブレット端末」を追加
（注4）2014年から「パソコンからのインターネット」を「パソコン」に、「携帯電話・スマートフォンからのインターネット」を「携帯電話・スマート フォン」に変更

（年）

出所:博報堂DYメディアパートナーズ 「メディア定点調査2016」時系列分析より

メディア接触時間と構成⽐の推移(2006〜2016年)
メ
デ
␽
ア
接
触
時
間
に
占
め
る
テ
レ
ビ
視
聴
時
間
の
割
合(

％)

3. 背景情報等
3-1.メディア環境の変化 (2)メディア接触時間と構成⽐の推移

近年、1⼈あたりのメディア接触時間全体が概ね横ばいである。ただし内訳を⾒ると、テレビ視聴時間
の占める割合が低下傾向にある。⼀⽅で、携帯電話・スマートフォンやタブレット端末の接触時間は増
加している。



403. 背景情報等
3-1.メディア環境の変化 (3)テレビとインターネットの利⽤動向等(1/3)

ＮＨＫの世論調査によれば、「テレビ+ネット」の利⽤者が約6割と最も多い。また、普段テレビを⾒ず
にネットしか利⽤しない⼈*が国⺠全体の約5％存在する。放送だけでは情報を届けられない⼈が出
現しており、将来的に増加が予想される。

ネット利⽤者
62.8%(1,481)

テレビ+ネット利⽤者
57.9%(1,366)

テレビ視聴者
90.8％(2,143)

テレビのみ
32.9%(777)

ネットのみ
4.9%(115)

全体(n=2,360）

* テレビ：週に1回以上テレビを視聴する⼈ ネット：インターネットを⽉に1回以上利⽤する⼈ 無回答除く

出所:平成27年3⽉「⽇本⼈とテレビ」世論調査より

テレビとインターネットの利⽤動向
（注）カッコ内の単位：⼈



413. 背景情報等
3-1.メディア環境の変化 (3)テレビとインターネットの利⽤動向等(2/3)

テレビとインターネットの利⽤*の動向を年代別に⾒てみると、年代が低くなるほどインターネット利⽤者
の割合が⼤きくなる。

テレビ視聴者
90.8％(2,143)

テレビのみ
32.9%(777)

ネットのみ
4.9%(115)

1.9
10.7 10.5 4.9 4.8 2.8 0.9

88.8 75.7 79.6
79.0

61.5

42.7

15.5

9.3
9.3 7.1 13.9

30.0

49.4

74.8

0

20

40

60

80

100

16-19歳 20代 30代 40代 50代 60代 70歳以上

ネットのみ テレビ+ネット利⽤者 テレビのみ

100.0
95.8 97.3 97.9 96.4 94.9 91.2

（％）

テレビ+ネット利⽤者
57.9%(1,366)

全体(n=2,360）

イ
ン
タ
␗
ネ
⑁
ト
利
⽤
者

出所:平成27年3⽉「⽇本⼈とテレビ」世論調査より

ネット利⽤者
62.8%(1,481)

* テレビ：週に1回以上テレビを視聴する⼈ ネット：インターネットを⽉に1回以上利⽤する⼈ 無回答除く

テレビとインターネットの利⽤動向
（年代別）【再掲】テレビとインターネットの利⽤動向

（注）カッコ内の単位：⼈



423. 背景情報等
3-1.メディア環境の変化 (3)テレビとインターネットの利⽤動向等(3/3)

17 16 14 15 20 19 14 17
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20 26 28 30 24 30

44

0

20

40
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80

100

全体 16〜19
歳

20代 30代 40代 50代 60代 70歳以上

利⽤したいとは思わない
どちらかというと利⽤したいとは思わない
どちらかというと利⽤したいと思う
利⽤したいと思う

ＮＨＫの常時同時配信を「利⽤したい」「どちらかというと利⽤したい」と思う⼈は43%。年代による差
はあまりない。

常時同時配信の利⽤意向（全体及び年代別）

（％）
1.321⼈ ※ 44 76 94 213 183 308 403

※ サンプル数が少ない点に留意が必要

43%

問：インターネットを通じて、パソコン、スマートフォン、携帯電話など多様な端末向けに、ＮＨＫのテレビ放送をそのまま流すサービ
スについて、あなたは利⽤したいと思いますか。（○は1つ）
なお、視聴するための機器は既に保有していると想定してお答え下さい。

出所:平成28年6⽉ＮＨＫ調査より作成



433. 背景情報等
3-2.社会経済状況の変化 (1)世帯数の動向(1/2)

総世帯数は、2020年前後をピークに減少に転じる⼀⽅、 2030年前後をピークとする単⾝世帯数の
増加が予測されている。また、平均世帯⼈員数も、減少が予測されている。

世帯数の推移予測（1990〜2035年） 平均世帯⼈員数の推移予測
（1990〜2035年）

40,672
43,899

46,782
49,064

51,842
52,904

53,053
52,438

51,231
49,555

世
帯
総
数(

千
世
帯)

（注1）2013年時点の調査の為、2015年以降が予測値となっている
（注2）「平均世帯⼈員数」は単⾝世帯を除く世帯を対象にカウントしている

（年） （年）

（⼈）

出所:国⽴社会保障・⼈⼝問題研究所の推計値より
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443. 背景情報等
3-2.社会経済状況の変化 (1)世帯数の動向(2/2)

総世帯・単独世帯のいずれにおいても、60代以上の世帯主が今後増え続けると予測されている。

※2013年時点の調査の為、2015年以降が予測値となっている

出所:国⽴社会保障・⼈⼝問題研究所の推計値より

年代層別世帯主年齢の内訳
（1995〜2035年・単独世帯）

年代層別世帯主年齢の内訳
（1995〜2035年・総世帯）

（年） （年） 世帯主(60代以上)世帯主(60代以上)



453. 背景情報等
3-2.社会経済状況の変化 (2)全世帯に占める被保護世帯の割合

被保護世帯数及び全世帯数に占めるその割合は増加傾向にある。

（%）
（世帯数）

（注1）「被保護世帯」に関しては「⽣活保護法（昭和25年法律第144号）に基づく保護を受けている世帯」と定義されている
（注2）2011年の総世帯数には、岩⼿県、宮城県及び福島県は含まれていない
（注3）2012年の総世帯数には、福島県は含まれていない
（注4）2015年に関しては⽉平均被保護世帯数が未公開の為、2016年3⽉時点の数値及び、「国⺠⽣活基礎調査」の総世帯数を⽤いた

（年）

被保護世帯数及び全世帯数に占める割合の推移（1989〜2015年）

出所:国⽴社会保障・⼈⼝問題研究所の算定値より
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463. 背景情報等
3-3.海外公共放送の取り組み事例 (1)料⾦制度(1/2)

放送機関 主な財源*1 件数*2 ⽀払単位 料⾦年額*3 総収⼊*1*3

イギ
リス

BBC
受信許可料 (77.5%)
各種販売収⼊等(22.4%)
政府交付⾦等 ( 0.1%)

2,600
万件

世帯:世帯単位
⾮世帯:施設単位(ホテルは15部屋で1
契約、以降5部屋毎1契約)

ﾃﾚﾋﾞ(ｶﾗｰ) 145.5ﾎﾟﾝﾄﾞ
<18,612円>
ﾃﾚﾋﾞ(ﾓﾉｸﾛ) 49.0ﾎﾟﾝﾄﾞ
< 6,268円>

約6,174
億円

フラ
ンス

France 
Télévisions
等5機関

公共放送負担税(84.9%)
広告放送収⼊等(11.3%)
その他 ( 3.8%)

2,301
万件

世帯:世帯単位
⾮世帯:台数単位(3〜30台まで30％、
31台以降は35％割引)

ﾃﾚﾋﾞ(本⼟) 137ﾕｰﾛ
<15,672円>
ﾃﾚﾋﾞ(海外県) 87ﾕｰﾛ
<9,952円>

約3,211
億円

※France
Télévisions

ドイツ ARD、ZDF、
DLR

放送負担⾦ (85.3%)
広告放送収⼊等( 2.3%)
各種販売収⼊等(12.4%)
※ARDの内訳

3,900
万件

世帯:住居単位
⾮世帯:事業所単位(従業員数8⼈まで
で料額1/3、ホテルは客室毎、⾞は2部
屋(台)めより料額1/3）

(受信設備の有無によらず)
210ﾕｰﾛ
<24,024円>

約8,600
億円

※ARDの場合

イタ
リア

RAI
受信料 (70.1%)
広告放送収⼊ (25.0%)
その他 (  4.8%)

1,553
万件

世帯:世帯単位
⾮世帯:
テレビ受信料…施設単位(ホテル等の格
付・規模等のカテゴリ毎に定額)
ラジオ受信料…事業所単位(⼀律定額)

ﾃﾚﾋﾞ 100ﾕｰﾛ
<11,440円>

約2,672
億円

韓国 KBS
受信料 (39.3%)
広告放送収⼊ (31.5%)
副次収⼊等 (29.2%)

2,340
万件

世帯:世帯単位
⾮世帯:台数単位(割引特例なし)

ﾃﾚﾋﾞ 30,000ｳｫﾝ
<2,767円>

約1,470
億円

【参考】
⽇本 ＮＨＫ

受信料 (96.4%)
交付⾦ ( 0.6%)
副次収⼊等 ( 3.0%)

4,258
万件

（契約総数）

世帯:世帯単位(同⼀世帯の2件め以降
半額 等)
⾮世帯:設置場所(2台め以降半額 等)

ﾃﾚﾋﾞ(地上) 13,990円
ﾃﾚﾋﾞ(衛星) 24,770円

6,868
億円

海外の公共放送の料⾦制度は次のとおり。

＊1 ドイツは2013年、フランスは2014年、イギリス、イタリア、韓国、⽇本は2015年 ＊2 フランスは2002年、イギリス、ドイツ、イタリア、韓国、⽇本は2015年実績
＊3 全て2016年12⽉現在。為替レートは2016年12⽉分⽇本銀⾏報告省令レート



473. 背景情報等
3-3.海外公共放送の取り組み事例 (1)料⾦制度(2/2)

国名
(公共放送事業者) 料額の決定者 予算の承認・決定者 根拠規定

イギリス
（BBC） 主務⼤⾂ BBC執⾏部 【料額】特許状

【予算】特許状

フランス
（France Télévisions 等）

国会
（法律内に規定） 国会

【料額】租税⼀般法典
【予算】コミュニケーションの⾃由に関する 1986年9

⽉30⽇の法律

ドイツ
（ARD、 ZDF、DLR）

州議会
（独⽴委員会で
事前に審査）

（ARD）放送評議会 【料額】放送財源州間協定
【予算】ARD:加盟各局の放送法

ZDF:ZDF州間協定（ZDF）テレビ評議会

イタリア
（RAI） 経済開発省 経営委員会 【料額】2005年7⽉31⽇付 委任命令第177号

【予算】2005年7⽉31⽇付 委任命令第177号

韓国
（KBS） 国会 理事会 【料額】放送法

【予算】放送法

【参考】
⽇本

（ＮＨＫ）
国会 国会 【料額】放送法

【予算】放送法

国により、料額の決定者、予算の承認・決定者は異なる。
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放送機関 サービス名 同時配信コンテンツ 視聴時のログインの要不要 利⽤端末 料⾦

イギリス BBC iPlayer BBC ONE、BBC TWO等
各チャンネルの番組

視聴時のログインは不要
（視聴開始時に受信許可料⽀払を

求めるポップアップが表⽰）
※ただし、2017年初頭からログインを必須化する
意向を表明

PC、スマホ等

受信許可料の
徴収対象

サービス利⽤に際し、
受信許可料の追加

⽀払不要

フランス France
Télévisions

Francetv
pluzz 系列放送局の番組等 視聴時のログインは不要

（視聴開始時に公共放送負担税
⽀払を求めるポップアップも表⽰されない）

PC、スマホ等 公共放送負担税の
⾮徴収対象

サービスは無料で
利⽤可能franceinfo グループ各チャンネルの

ニュース番組 PC、スマホ等

ドイツ

ARD ARD 
Mediathek

ARD加盟の各放送局や
連携局の番組 視聴時のログインは不要

（視聴開始時に放送負担⾦⽀払を
求めるポップアップも表⽰されない）

PC、スマホ等 放送負担⾦*2の
徴収対象

サービス利⽤に際し
放送負担⾦の
追加⽀払不要

ZDF ZDF 
Mediathek ZDFや連携局の番組 PC、スマホ等

イタリア RAI RaiPlay Rai1、Rai2等
各チャンネルの番組

視聴時のログインは不要
（視聴開始時に受信料⽀払を求める

ポップアップも表⽰されない）
PC、スマホ等

受信料の
⾮徴収対象
サービスは

無料で利⽤可能

韓 国 KBS kbs.co.kr
（KBS HP）

KBS1、KBS2等
各チャンネルの番組

視聴時のログインは不要
（視聴開始時に受信料⽀払を求める

ポップアップも表⽰されない）
PC

受信料の
⾮徴収対象
サービスは

無料で利⽤可能
*1 各公共放送では常時同時配信を実施（権利上の問題などで配信不可の番組などを除く） *2 各種端末の所有有無にかかわらず全世帯⼀律徴収

同時配信*1の取り組みの状況は次のとおり。権利上の問題などで配信不可の番組を除き、原則、常時同時配信を⾏っている。

3. 背景情報等
3-3.海外公共放送の取り組み事例 (2)同時配信



49

番組
を

選択

BBC IDでのログイン必須化前後での、iPlayerでの番組視聴に関する遷移イメージ

配信
開始

受信許可料の
⽀払い有無を問う
ポップアップを表⽰

⽀払
済を
選択

未払
いを
選択

配信開始

TV Licensing*
のページに遷移

BBC ID

PW

example@abd.com

＊＊＊＊＊＊

Login

ENTER

BBC IDでの
ログインを要求

ログ
イン

配信開始

現在

将来

* 受信許可料の収納を⾏っている会社

BBCは2016年9⽉27⽇、2017年初頭に、iPlayerでの番組視聴においてBBC IDでのログインを必須
化する意向を表明した（2017年2⽉21⽇時点ではまだ必須化されていない）。ただし、同時にBBC ID
と受信許可料⽀払の紐づけを当⾯⾏わないことも⾔明している。

3. 背景情報等
3-3.海外公共放送の取り組み事例 (3)iPlayerにおけるログイン
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【参考資料】
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総務省「放送を巡る諸課題に関する検討会」

総務省では、視聴者を取りまく環境変化等を踏まえ、「放送を巡る諸課題に関する検討会」を平成
27年11⽉より開催。平成28年9⽉に公表した「第⼀次取りまとめ」では、「新たな時代の公共放送」
と題する項⽬を設け、ＮＨＫについて、今後の受信料の在り⽅を含めて「⼀体的な改⾰が必要」とし
ている。

新サービスの展開

地域に必要な情報流通の
確保

新たな時代の公共放送

 放送とネットの連携等新サービスの展開の促進
 新サービスの展開等に伴う視聴者利益保護⽅策の検討
 今後の地上テレビジョン放送の⾼度化に係る展開
 番組ネット配信と放送の関係の検討
 地域コンテンツ受発信のための取組推進
 地域情報の確保
 地域情報の提供、地域貢献等に必要な規制改⾰
 今後の業務の在り⽅
 メディアの多様化に対応したインターネットの本格的活⽤
 国際放送、地域情報発信の充実・強化
 業務の合理化、効率化

 今後の受信料の在り⽅
 インターネット時代への対応
 ⽀払率の向上、営業経費の合理化・効率化、国⺠・視聴者への還元
 受信料⽔準、事業収⼊⽀出の規模、⽀出の適正性について適時適切に評価・レビュー

を⾏う仕組の構築
 今後の経営の在り⽅
 適正な責任ある経営体制の確保
 透明性の確保等

Ｎ
Ｈ
Ｋ
に
関
す
る
議
論

3つの⽅向性 各⽅向性の具体的な内容
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「ＮＨＫ受信料制度等専⾨調査会」

• 荒井 耕 （あらい こう） ⼀橋⼤学⼤学院商学研究科准教授（管理会計）
• 安藤 英義 （あんどう ひでよし） 専修⼤学商学部教授（企業会計） ※座⻑
• ⼤久保 直樹 （おおくぼ なおき） 学習院⼤学法学部教授（経済法）
• 斎藤 誠 （さいとう まこと） 東京⼤学⼤学院法学政治学研究科教授（⾏政法）
• 宍⼾ 常寿 （ししど じょうじ） 東京⼤学⼤学院法学政治学研究科准教授（憲法）
• 安野 智⼦ （やすの さとこ） 中央⼤学⽂学部教授（社会⼼理学）
• ⼭内 弘隆 （やまうち ひろたか） ⼀橋⼤学⼤学院商学研究科教授（ネットワーク経済学） ※座⻑職務代⾏
• ⼭野⽬ 章夫 （やまのめ あきお） 早稲⽥⼤学⼤学院法務研究科教授（⺠法）

（五⼗⾳順、敬称略。各委員の職位については平成23年当時のもの）

専⾨調査会委員

諮問内容

「フルデジタル時代における受信料制度及びその運⽤のあり⽅について」
(1) フルデジタル時代における受信料と受信契約に関する当⾯の諸課題について
(2) 中期的な視野で、財源制度にも留意した公共放送のあり⽅について
(3) ＮＨＫに求められる会計制度等について

平成22年から23年にかけて、ＮＨＫ会⻑による諮問を受け、公共放送の機能の持続的発展を前
提に、専⾨的知⾒に基づく検討を実施した。平成22年10⽉より計12回の会合を実施したほか、内
容の客観性・中⽴性をより⾼めることを⽬的に、各種独⾃調査、国内・海外の弁護⼠事務所に委託
した調査の成果等を、適宜活⽤した。



53「ＮＨＫ受信料制度等専⾨調査会」
検討の射程

公共放送それ⾃体の『機能』がもたらす、視聴者・国⺠への効⽤の持続可能性を検討。

 伝送路／プラットフォームの変化 （多チャンネル化、有線放送普及、プラットフォーム事業者増加 等）
 メディア視聴端末の変化
 視聴者のメディア利⽤動向の変化 （インターネットを主たる情報源とする層の増加 等）

 公共放送に期待される役割・機能
 ＮＨＫがインターネットにおいて期待される役割・機能

当⾯の諸課題の検討

 受信契約制度のあり⽅
 免除・割引について
 総括原価⽅式について
 会計制度について
 業務の適正な規律について

中期的な課題の検討

 衛星放送について
 ＮＨＫとインターネット

（新たな伝送路として、新たな領域として）

ＮＨＫに求められる役割・機能

メディア環境の変化



54「ＮＨＫ受信料制度等専⾨調査会」
検討結果

平成23年7⽉、報告書が出された。
「ＮＨＫに求められる役割・機能」を前提に当⾯の諸課題を検討した結果、現⾏制度はおおむね妥
当であるとした。ただし、中期的な視野から留意事項がいくつかあると思われ、受信料制度の趣旨等を
ふまえた施策の検討及び視聴者・国⺠との関係の更なる充実が図られることを期待するとした。

ＮＨＫに求められる
役割・機能

 インターネットが伝統的な放送の役割・機能を果たしうるメディアになりつつあるなか、インターネットという媒体においても、ＮＨ
Ｋがこれまで果たしてきた役割や機能を提供しうる

 変化するメディア環境において、現在まで認められてきた範囲の役割・機能を実現しようとするならば、公共放送のあり⽅の規
律は、伝送路中⽴的な⽅向へ移⾏することが望ましいのではないか

当⾯の
諸課題

受信契約
制度の
あり⽅

 “契約”制度、「受信設備」「設置」等の定義、「世帯」単位の妥当性に関しては、業務範囲に関する法改正等の機会を捉え
た検討がなされることが望ましい

 「契約・収納の外部情報活⽤」に関しては国全体の議論の⽅向性に合わせた検討がなされることが望ましい
免除・

割引制度
 特に割引については⼀般企業における料⾦割引のようなトータルの収⽀改善を優先させるような施策を追求しすぎてはならず、

公平、簡素などの原則を踏まえるべき
総括

原価⽅式
 繰越⾦について、事業の維持継続などの観点から、⽬的積⽴⾦等の形で組み⼊れることが考えられていいのではないか
 純然たる繰越⾦については、緊急時の⼿元資⾦等も考慮したＥＵの事例も参照し、10％程度は持ってよいと思われる

会計制度  経理制度検討委員会を⼗全に機能させられる範囲内での透明性向上、仕組の周知・理解を図ることが望ましい
 財務諸表外の発信について、効果的ガバナンスを妨げず、過度のコストをかけない等限界を踏まえ、充実させることが望ましい

業務の適
正な規律

 パブリックコメントの実施等 “外とのドア”を持つことにより、決定プロセスの正当性を担保するとともに、視聴者・国⺠の納得・同
意を得るよう、説明責任を果たすことが⽋かせない

中⻑期的
な課題

衛星放送  衛星放送のいっそうの普及に努めるとともに、現在の付加受信料制度を維持しつつも、最終的に総合的な受信料へと収斂す
るよう、ＮＨＫ全体の事業規模を⾒ながら調整していくことがひとつの有⼒な選択肢となると考える

ＮＨＫとイ
ンターネッ
ト

 下記3つの観点に基づき、これまでの「伝統的な放送」にとらわれない、伝送路中⽴的な規律の検討が必要
 ＮＨＫが果たすべき役割・機能、サービス範囲に関し、多プラットフォーム化時代において視聴者・国⺠までそのコンテンツ

が到達するか否かについて、ＮＨＫが確たる保障を⾏うことができる枠組みの検討
 公共放送の役割・機能の実現のために必要な業務を⾏うのであれば、その業務と負担が対応関係にあることが重要
 ＮＨＫの業務の適正な規律、権能の保持に関しては、ＮＨＫ⾃⾝の⾏為規律を厳格化することで、政府・所管⼤⾂に

よるコントロールとのバランスを図ること及びプラットフォーム事業者に対する交渉⼒を獲得するという観点が不可⽋



55「ＮＨＫ受信料制度等検討委員会」 の諮問事項と
「ＮＨＫ受信料制度等専⾨調査会」 の報告書との対応関係(1/2)

① 常時同時配信の負担のあり⽅

② 公平負担徹底のあり⽅

「ＮＨＫ受信料制度等検討委員会」
諮問事項

 ＮＨＫがインターネット上で新たに実施するサービスが、公共放送の役割・機能から⾒て、「準公共性」とで
も整理できるような、幅広い公共性の周縁部を⽀えるものである場合には、受信料の⼀部による内部補
助、付加受信料、有料対価等による対応が考えられよう

 それが「コア的公共性」を代替するサービスである場合には、受信料的な負担を想定するのが相当である

「ＮＨＫ受信料制度等専⾨調査会」報告書

 契約・収納業務のコスト負荷の要因となっている、受信契約者の移動の把握については、何らかの外部情
報の活⽤を考えるべきとの指摘がある

 当該番号情報を利⽤することに伴って、受信料制度の性格、さらにはＮＨＫの独⽴性に影響が及ばな
いか、慎重な検討が必要となろう

 外部情報の活⽤については国全体の議論の⽅向性に合わせて、検討されるべきものであると考えられる

「ＮＨＫ受信料制度等検討委員会」 の諮問事項と 「ＮＨＫ受信料制度等専⾨調査会」 の報告
書の対応関係は次のとおり。



56「ＮＨＫ受信料制度等検討委員会」 の諮問事項と
「ＮＨＫ受信料制度等専⾨調査会」 の報告書との対応関係(2/2)

③ 受信料体系のあり⽅

 多様な端末の普及という観点からは、「世帯」単位の契約の合理性も検討対象となり得る。理論的には、
個⼈単位・端末単位の契約締結ないし受信料徴収という⽅式も考えられるが、低コストでの徴収や個⼈情
報保護法の存在等を考えると、現在のところ、実質的な「世帯」をいかに定義するかとの議論に落着する
のではないかと考えられる

 現在の受信料の免除・割引制度については、それぞれ⼤⾂認可や予算の国会承認という適切なプロセスを
経たものであり、決定のプロセスおよび内容は、妥当であると考えられる

 免除・割引に際しても、租税について議論されているのと同様に「公平・中⽴・簡素」の原則を踏まえること
が肝要であり、とりわけ公平性の維持を重視すべきであると考えられる。報道の中⽴性等、公共放送として
のＮＨＫの基礎が、視聴者が薄く広く公平に負担する受信料によって創出・維持されるものであることからす
れば、受信料の取扱いに際して、⼀般企業における料⾦割引等のような、トータルの収⽀改善を優先させ
るような施策を追求すべきではない

 免除については、公共放送の根幹となる受信料の性格から⾒て例外として位置づけられ、また「契約」「義
務対象」単位の負担の公平性を重視すべきことから、免除対象に関するＮＨＫの裁量は極⼒排除すべき
である、と考えられる。「健康で⽂化的な最低限度の⽣活」の保障（憲法25 条）との関連でも、さらには
公共放送の理念から⾒ても、経済弱者すなわち⽂化・情報弱者に限って、受信料免除を運⽤すべきであ
り、かかる⽅向は⾃⽴⽀援という公的扶助の本質とも、また近年の⽣活保護世帯の増加に鑑みても妥当な
ものと考えられる

 割引についても、免除と同様、受信料の性格・単位等を歪めない範囲で設定すべきであり、具体的には、
徴収コストの還元等を中⼼に設計すべきであると考えられる。伝送路・受信端末が多様化するという環境
変化のなかで、たとえば伝送路間で受信料額に格差を発⽣させ、契約者を特定伝送路へ誘引するというよ
うな、受信料の性格を歪める⽅向性は取るべきではないと考えられる

 免除・割引については、伝送路が多様化する「フルデジタル時代」を踏まえ、前項で⽰した「公平・中⽴・簡
素」という原則が実現されていくことが望ましいと考えられる。具体的な実施に際しては、受信料額の検討
のタイミングに合わせること等により、可能な限り、不利益変更（実質負担増）を伴わないものとすることが
必要であろう

「ＮＨＫ受信料制度等検討委員会」 の諮問事項と 「ＮＨＫ受信料制度等専⾨調査会」 の報告
書の対応関係は次のとおり。

「ＮＨＫ受信料制度等検討委員会」
諮問事項 「ＮＨＫ受信料制度等専⾨調査会」報告書
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端
末
別
の
普
及
率(

％)

(年)

カラーテレビの普及率は98%。更に近年では携帯電話、PCが約8割かそれ以上、スマートフォンが6割と
なったなど、端末の多様化が進展している。

端末別の普及率の推移（1965〜2014年）

出所:カラーテレビ〜タブレット端末の普及率：電通総研「情報メディア⽩書2016」 ウェアラブル端末以下の普及率：総務省「平成28年度 情報通信⽩書」より
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メディア環境の変化
端末別の普及率の推移



59メディア環境の変化
媒体別広告宣伝費の推移

媒体別広告宣伝費の推移(1999~2015年)

媒
体
別
広
告
宣
伝
費(

億
円)

テレビ*1

雑誌

インターネット*2

新聞

ラジオ

衛星メディア関連*3

テレビ、新聞、雑誌など以前より⼤きな存在感を⽰していた媒体の宣伝費が低下あるいは横ばい傾
向にある⼀⽅で、インターネット広告の宣伝費の増加が続いている。

(年)

出所:電通 「⽇本の広告」より（なお、推定範囲の改訂にあたり、2015年以降の数字は改訂後のものを使⽤）
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*1 2014年、2015年は「地上波テレビ」として集計
*2 インターネットサイト上の広告掲載費（モバイル広告を含む）および広告制作費（バナー広告等の制作費および企業ホームページの内、商品/サービス・キャンペーン関連の制作費）
*3 衛星放送、CATV、⽂字放送などに投下された広告費（媒体費および番組制作費）



60メディア環境の変化
カラーテレビの普及率の推移（単⾝世帯）

単⾝世帯について、若年層ほど相対的に普及率が低い傾向が⾒られる。

出所:内閣府「消費動向調査」より

カラーテレビの年齢層別普及率推移
(2007〜2016年・単⾝世帯)（%）
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2014年からは
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調査対象となっている

(年)



61メディア環境の変化
カラーテレビの普及率の推移（総世帯）

総世帯についても、若年層ほど相対的に普及率が低い傾向が⾒られる。

出所:内閣府「消費動向調査」より

カラーテレビの年齢層別普及率推移
(2007〜2016年・総世帯)（%）
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62メディア環境の変化
パソコンの普及率の推移（単⾝世帯）

単⾝世帯での普及率は、全般的に増加傾向にある。
若年層ほど⾼い普及率となっているが、60歳以上の層でも普及が進んでいる傾向が⾒られる。

出所:内閣府「消費動向調査」より

パソコンの年齢層別普及率推移
(2007〜2016年・単⾝世帯)
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63メディア環境の変化
パソコンの普及率の推移（総世帯）

総世帯での普及率も、全般的に増加傾向にある。
59歳以下の年齢層で相対的に⾼い普及率が⾒られるが、60歳以上の層でも普及が進んでいる。

出所:内閣府「消費動向調査」より

パソコンの年齢層別普及率推移
(2007〜2016年・総世帯)
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64メディア環境の変化
携帯電話・スマートフォンの普及率の推移（単⾝世帯）

単⾝世帯での普及率は、全般的に増加傾向にある。
携帯電話・スマートフォンともに若年層ほど⾼い普及率となっているが、60歳以上の層でも普及が進んでいる。

出所:内閣府「消費動向調査」より

携帯電話・スマートフォンの年齢層別普及率推移
(2007〜2016年・単⾝世帯)（%）
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65メディア環境の変化
携帯電話・スマートフォンの普及率の推移（総世帯）

総世帯での普及率も、全般的に増加傾向にある。
若年層ほど普及率が⾼い傾向が概ね⾒られるが、60歳以上の層でも普及が進んでいる。

出所:内閣府「消費動向調査」より
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メディア環境の変化
メディア接触時間と構成⽐の推移

⼀
⼈
あ
た
り
の
メ
デ
␽
ア
接
触
時
間(

分)

メディア全体に占める
テレビ視聴時間構成⽐(右軸)

（注1）東京地区における定点調査
（注2）2012年から「携帯電話からのインターネット」に「スマートフォン」を追加し、「携帯電話・スマートフォンからのインターネット」に変更
（注3）2014年から「タブレット端末」を追加
（注4）2014年から「パソコンからのインターネット」を「パソコン」に、「携帯電話・スマートフォンからのインターネット」を「携帯電話・スマート フォン」に変更

近年、1⼈あたりのメディア接触時間全体が概ね横ばいである。ただし内訳を⾒ると、テレビ視聴時間
の占める割合が低下傾向にある。⼀⽅で、携帯電話・スマートフォンやタブレット端末の接触時間は増
加している。

（年）

出所:博報堂DYメディアパートナーズ 「メディア定点調査2016」時系列分析より

メディア接触時間と構成⽐の推移(2006〜2016年)
メ
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ア
接
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間
に
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る
テ
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ビ
視
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時
間
の
割
合(

％)
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無回答

メディア環境の変化
1⽇あたりのテレビ視聴時間⽐較

1⽇あたりのテレビ視聴時間 (年代層別)

2015年と2010年の数字を⽐較すると、「ほとんど、まったく⾒ない」という回答者の割合が20〜50代で増加して
いる。
また、1⽇あたりのテレビ視聴時間は、若者層ほど短い傾向にある。

2010年 2015年

16〜19歳

20代

30代

40代

50代

60代

70歳以上

16〜19歳

20代

30代

40代

50代

60代

70歳以上

出所:平成27年「⽇本⼈とテレビ・2015」世論調査より



68メディア環境の変化
テレビとインターネットの利⽤動向等(1/3)

ＮＨＫの世論調査によれば、「テレビ+ネット」の利⽤者が約6割と最も多い。また、普段テレビを⾒ず
にネットしか利⽤しない⼈*が国⺠全体の約5％存在する。放送だけでは情報を届けられない⼈が出
現しており、将来的に増加が予想される。

ネット利⽤者
62.8%(1,481)

テレビ+ネット利⽤者
57.9%(1,366)

テレビ視聴者
90.8％(2,143)

テレビのみ
32.9%(777)

ネットのみ
4.9%(115)

全体(n=2,360）

* テレビ：週に1回以上テレビを視聴する⼈ ネット：インターネットを⽉に1回以上利⽤する⼈ 無回答除く

出所:平成27年3⽉「⽇本⼈とテレビ」世論調査より

テレビとインターネットの利⽤動向
（注）カッコ内の単位：⼈
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テレビとインターネットの利⽤動向等(2/3)

テレビとインターネットの利⽤*の動向を年代別に⾒てみると、年代が低くなるほどインターネット利⽤者
の割合が⼤きくなる。

テレビ視聴者
90.8％(2,143)

テレビのみ
32.9%(777)

ネットのみ
4.9%(115)

1.9
10.7 10.5 4.9 4.8 2.8 0.9

88.8 75.7 79.6
79.0

61.5

42.7

15.5

9.3
9.3 7.1 13.9

30.0

49.4

74.8

0

20

40

60
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100

16-19歳 20代 30代 40代 50代 60代 70歳以上

ネットのみ テレビ+ネット利⽤者 テレビのみ

100.0
95.8 97.3 97.9 96.4 94.9 91.2

（％）

テレビ+ネット利⽤者
57.9%(1,366)

全体(n=2,360）

イ
ン
タ
␗
ネ
⑁
ト
利
⽤
者

出所:平成27年3⽉「⽇本⼈とテレビ」世論調査より

ネット利⽤者
62.8%(1,481)

* テレビ：週に1回以上テレビを視聴する⼈ ネット：インターネットを⽉に1回以上利⽤する⼈ 無回答除く

テレビとインターネットの利⽤動向
（年代別）【再掲】テレビとインターネットの利⽤動向

（注）カッコ内の単位：⼈
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テレビとインターネットの利⽤動向等(3/3)
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100

全体 16〜19
歳

20代 30代 40代 50代 60代 70歳以上

利⽤したいとは思わない
どちらかというと利⽤したいとは思わない
どちらかというと利⽤したいと思う
利⽤したいと思う

ＮＨＫの常時同時配信を「利⽤したい」「どちらかというと利⽤したい」と思う⼈は43%。年代による差
はあまりない。

常時同時配信の利⽤意向（全体及び年代別）

（％）
1.321⼈ ※ 44 76 94 213 183 308 403

※ サンプル数が少ない点に留意が必要

43%

問：インターネットを通じて、パソコン、スマートフォン、携帯電話など多様な端末向けに、ＮＨＫのテレビ放送をそのまま流すサービ
スについて、あなたは利⽤したいと思いますか。（○は1つ）
なお、視聴するための機器は既に保有していると想定してお答え下さい。

出所:平成28年6⽉ＮＨＫ調査より作成



71社会経済状況の変化
⼈⼝動態予測

⽇本の総⼈⼝は今後減少し、中位年齢の⾼齢化が進⾏すると予測される。

* 国⺠全体の中央値にくる年齢のこと

出所: 2015年版国連データより

⽇本の総⼈⼝および中位年齢*の推移予測
（1950〜2100年）
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72社会経済状況の変化
世帯数の動向(1/2)

総世帯数は、2020年前後をピークに減少に転じる⼀⽅、 2030年前後をピークとする単⾝世帯数の
増加が予測されている。また、平均世帯⼈員数も、減少が予測されている。

世帯数の推移予測（1990〜2035年） 平均世帯⼈員数の推移予測
（1990〜2035年）

40,672
43,899

46,782
49,064

51,842
52,904

53,053
52,438

51,231
49,555

世
帯
総
数(

千
世
帯)

（注1）2013年時点の調査の為、2015年以降が予測値となっている
（注2）「平均世帯⼈員数」は単⾝世帯を除く世帯を対象にカウントしている

（年） （年）

（⼈）

出所:国⽴社会保障・⼈⼝問題研究所の推計値より
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73社会経済状況の変化
世帯数の動向(2/2)

総世帯・単独世帯のいずれにおいても、60代以上の世帯主が今後増え続けると予測されている。

※2013年時点の調査の為、2015年以降が予測値となっている

出所:国⽴社会保障・⼈⼝問題研究所の推計値より

年代層別世帯主年齢の内訳
（1995〜2035年・単独世帯）

年代層別世帯主年齢の内訳
（1995〜2035年・総世帯）

（年） （年） 世帯主(60代以上)世帯主(60代以上)
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社会経済状況の変化
全世帯に占める被保護世帯の割合

被保護世帯数及び全世帯数に占めるその割合は増加傾向にある。

（%）
（世帯数）

（注1）「被保護世帯」に関しては「⽣活保護法（昭和25年法律第144号）に基づく保護を受けている世帯」と定義されている
（注2）2011年の総世帯数には、岩⼿県、宮城県及び福島県は含まれていない
（注3）2012年の総世帯数には、福島県は含まれていない
（注4）2015年に関しては⽉平均被保護世帯数が未公開の為、2016年3⽉時点の数値及び、「国⺠⽣活基礎調査」の総世帯数を⽤いた

（年）

被保護世帯数及び全世帯数に占める割合の推移（1989〜2015年）

出所:国⽴社会保障・⼈⼝問題研究所の算定値より



75社会経済状況の変化
社会福祉施設の動向

社会福祉施設数及び定員数に関しては、近年増加傾向にある。
社会福祉施設数及び定員数の推移(1985〜2015年)
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（注1）調査対象の施設としては、「保護施設」「⽼⼈福祉施設」「障害者⽀援施設」「⺟⼦⽣活⽀援施設」等を含めた「社会福祉施設等」である
（注2）2006年の「障害者⾃⽴⽀援法」（現・障害者総合⽀援法）施⾏により、従来障害の種類（「知的障害」「⾝体障害」「精神障害」）別にカウントされていた施設が、2007年以降「障害者⽀援施設」

として⼀括してカウントされることとなったため、2007年-11年ごろは、⼀時的に施設数、定員数が減少している
（注3）「⽼⼈福祉施設」としては、「養護/軽費/都市型軽費⽼⼈ホーム」、「⽼⼈福祉センター」のみカウント対象としている。2011年以前のデータにのみ含まれている「⽼⼈介護⽀援センター」等はカウント対象

から除外した
（注4）「有料⽼⼈ホーム」についてもカウント対象から除外した。ただし、平成7年以前には「有料⽼⼈ホーム」の施設数・定員のデータが⽰されていないため、除外していない
（注5）2012-15年の「障害者⽀援施設」の定員は⼊所者分のみである
（注6）「⺟⼦⽣活⽀援施設」の定員は世帯数であり､定員の総数には含まない

出所:厚⽣労働省「社会福祉施設等調査」より
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76社会経済状況の変化
全国の住宅総数に占めるオートロック式共同住宅の割合推移

（注1）住宅総数・オートロック式の共同住宅とも、居住世帯のない建物は除外している
（注2） 「オートロック式」に関しては、「建物内に共⽤⽞関のドアがあり，外からドアを開けるためには，鍵や暗証番号などを⽤いるか，居住者などに内側から鍵を解除してもらう必要があるもの」と定義されている

住宅の建物数全体が増加傾向にある⼀⽅、近年、オートロック式共同住宅数の建物数及びその割
合も増加しつつある。

出所:総務省統計局「住宅・⼟地統計調査」より
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※ 2003年以前は、オートロック式共同住宅の
建物数に関する統計が存在しない

住宅総数及び、オートロック式共同住宅数と割合の推移
(1978〜2013年)
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